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公務員連絡会が定年延長の「意見の申出」にむけ人事院と交渉－8月4日

－60歳台前半の給与水準や行(二)労務職員の給与を中心に厳しく追及－

※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　

　公務員連絡会は８月４日、65歳までの段階的定年延長を実施するための意見の申出にむけ、人事院交渉を行った。

　この交渉は、７月28日に示された「定年延長に向けた制度見直し（素案）」を受けて、60歳台前半の給与水準をはじめ、特例定年、役職定年制、短時間勤務制など個別課題について、さらに人事院との議論を深めるべく行ったもの。公務員連絡会からは、大塚副事務局長ほか幹事クラス交渉委員らが出席し、人事院は根本職員団体審議官らが対応した。

　冒頭、大塚副事務局長は、「７月28日の給与局長との交渉で、65歳までの段階的定年延長を行うために９月中には意見の申出を行うとの基本姿勢は確認させてもらった。一方、公務員連絡会からの問題点の指摘や意見に対し、明確な回答は得られなかった。本日は、本年２月と６月に提出している意見や７月28日に指摘した事項も踏まえ、素案に則して議論させてもらいたい」と述べ、改めて以下の通り問題点を追及し、要求の実現を迫った。

(1) ６月に厚生労働省の研究会報告が出され、民間従業員については、定年延長に踏み込まず、再雇用義務化の基準制度廃止に止まった。来年の通常国会に、民間においては再雇用の義務化の強化、公務員は定年延長という法案を提出することになったとき、果たして国会の審議で堪えられるのか危惧される。意見の申出の際、公務員の場合は定年延長とする積極的な理由を明確に示すべきだ。どのようにして国会や国民の理解を得て法案を通過させるのか、考えを示してもらいたい。

(2) 特例定年については、職員全体の段階的な定年の引上げに吸収していくということだが、特例定年は職務と責任の特殊性や欠員補充の困難性の観点から設けられてきたものであり、給与局長からも検討するという話があったので、全体の定年が引き上げられる中で特例を設ける必要性をしっかり検討してもらいたい。

(3) 60歳台前半の給与については、同種同等の比較に基づく水準設定方法になっていないとの指摘に対して、局長は「官民ともにラス比較を行うだけのデータがない」という回答であった。しかし、そうだからといって民間の60歳前と60歳台前半の給与水準の相対関係が７割だからそれに合わせるというのは余りに乱暴だ。60歳前と60歳以降で全く同じ仕事、同じ役職で給与水準は７割に下がるという民間実態を明確に示してほしい。

　60歳台前半の給与水準は、①職務給の原則維持、②高齢期における生活水準の確保、③勤務意欲（モラール）の維持という観点から、８割がギリギリであり、再度検討してもらいたい。また60歳前と同様に同種同等比較を堅持すべきだ。

　さらに、実際に定年延長該当者が現れるのは2014年度からであり、その時には人事院勧告ではなく労使交渉で勤務条件を決定することになるので、意見の申出の際は具体的な給与額を示すのではなく、イメージに止めてもらいたい。

(4) 60歳台前半の人事評価は60歳前と基本的に同じだと思うが、俸給については俸給表及び職務の級ごとに定められた単一の額として昇給しないこととなっており、それはつまり降給もないということになる。その際、現行の人事評価結果の降給に該当する場合の扱いや、降任・降格との関係を明確に整理してもらいたい。

(5) 現行再任用職員の給与については、定年延長後の60歳台前半の給与がそれを下回らないよう、必要に応じて引き下げるということであるが、再任用制度の運用実態を見たとき、行(一)で言えば９割以上が２級・３級で、しかもそのほとんどが短時間勤務であり、これ以上給与を引き下げるのは不可能だ。少なくとも組合員が在職する行(一)７級以下等の再任用職員の俸給月額水準は維持してもらいたい。公務員連絡会の要求を踏まえて60歳台前半の給与水準を８割にすれば引き下げる必要はないはずだ。

(6) 現在、特例定年が適用されている職員の給与については、人材確保の必要がある医師等を除いて、60歳から特例定年までの給与を７割に引き下げるという提案であるが、とくに行(二)労務職員については、この間指摘してきたように、①再任用制度導入の際に給与引下げとなる技能職員との関係で引き下げなかったこと、②今回の定年延長に関わって当該特例定年までは何らメリットも付加されないこと、③給与水準自体が行(一)をはじめ他の俸給表と比較して低い実態にあることから、特例定年までの俸給水準を維持すべきだ。

(7) 定年前の短時間勤務制については、公的年金が不支給となることを踏まえれば、基本的には異動前の職務の級を維持すべきであり、仮にそれが難しい場合であっても最低必要な生活費27万円程度（人事院の昨年の退職者調査結果より）を確保できるような上位級のポストを十分用意してもらいたい。また、公務員連絡会が以前より求めている要件を問わない短時間勤務制の導入についても、引き続き検討してもらいたい。

(8) 役職定年後の給与については、大幅な減額となる場合、過大な減額とならないように水準設定するとのことだが、行(二)労務職員は63歳までは何のメリットもないのに、60歳超は容赦なく７割に引き下げるのに対し、そもそも給与水準が高い指定職は救済するというのではまさにお手盛りではないか。60歳超で同じ仕事をしていて、指定職から異動してきた職員は給与を高く設定するというのは不公平であり、平等取扱いの原則に反するので撤回すべきだ。

(9) 役職定年制に関わっては、地方勤務の指定職は例外的に60歳を超えて在職できても給与は７割に下がる一方で、本府省の指定職は役職定年年齢を超えて勤務する場合でも60歳までに受けていた俸給月額を引き続き支給するという例外を設けることは問題だ。給与局長から「本府省の指定職の例外的取扱いについては、極めて限定的なものとして考えている」との回答があったが、なし崩しになっていく可能性があり、明確な基準を示してもらいたい。

(10) 地方機関の役職定年制については、この間、意見を述べてきたとおり、昇任・昇格ペースが全体として遅延する中で役職定年後の受け皿を相当数用意することが困難であるといった実態等から、地方機関等における本府省課長相当職以上以外の役職定年制は実施しないでもらいたい。

(11) 共済制度や退職手当については、素案では具体的な考えが示されていないが、制度官庁と議論する場合は、公務員連絡会の意見を踏まえて対応してもらいたい。とくに、再任用職員を含めた短時間勤務職員への共済組合制度の適用、短時間勤務移行時の退職手当の支給などについて制度官庁に働きかけてもらいたい。

(12) 素案に基づく定年延長を実施するために必要な検討事項を整理し明らかにするとともに、国公法、退職手当法、共済組合法、給与法、勤務時間法等の改正スケジュールや、定員管理や新規採用数の検討スケジュールを網羅的に示してもらいたい。また、本年の意見の申出で求める法改正等の範囲を明示してもらいたい。

　これに対し、根本審議官は以下のとおり回答した。

(1) 公的年金の支給開始年齢の引上げに伴い、雇用と年金の接続を図る必要があるが、定年の延長は単に年金支給までのつなぎということではなく、来るべき高齢化社会において65歳まで職員が本格的に働き、その能力を十分活用していくためのものであると考えている。

　厚労省の研究会では、定年延長は今後の課題とされ、当面は再雇用の義務化方向になっている。ただ、一度退職してしまうと、再雇用等のポストとなり、ポストや職員の意欲等がリセットされることとなる。実際、現行の公務の再任用制度では、定年前より職責が低いのが一般的であり、これでは採用から退職までの全期間を通じ、職員の能力を十分に活用するという点からは不十分である。国民にとってどちらがいいか考えたとき、採用から65歳の定年まで一生懸命働いてもらい、きちっとした行政サービスを提供していくことが必要だ。こうしたことなどを意見の申出や国会等を通じて説明しながら、公務員の定年延長について国民に理解していただくよう、人事院として努めていきたい。

(2) 現行の特例定年については、人材確保等の必要性に基づいて63歳なり65歳なりに定めたものである。今後、定年が63歳なり65歳なりに延長されることにより、現在の必要性そのものは、吸収されることになるものと考えている。

　ただし、今後の必要に応じて65歳を超える特例定年を定めることは否定されるものでなく、必要性については精査している。皆さんからも意見をいただきたい。

(3) 60歳台の公務員の給与については、賃構(賃金センサス：賃金構造基本統計調査)では職責は分からないが、民間の別の調査（労働政策研究・研修機構）では、定年前と同様の職務を継続しているケースが大半（約80％）との実情にあり、数少ないデータの中で信頼のおける賃構のデータを踏まえ、60歳台前半層の給与水準を50歳台後半層の７割に設定したところであり、年収ベースで４級地方係長470万円程度、６級地方課長560万円程度となる。

　　現在60歳超の職員は公務にはいないところであり、60歳超の給与算定の方法が60歳までの方法とは異なるものにならざるを得ないことはご理解いただきたい。

　本年の意見の申出における給与の扱いについては、確かに61歳の職員が本格的に生じるのは、平成26(2014)年度からであるが、平成25(2013)年度から61歳定年制となり、例えば、例外的に61歳の職員が採用されることもありうるので、平成25(2013)年度には61歳職員の給与が決定されていなければならず、すなわち、その前には給与法が改正されていなければならないことになる。また、定年延長の法案を提出するときに、給与部分がないということは考えづらいところである。

　いずれにしても、本年の意見の申出の際にどうするかは、まさに皆さんと協議していることであるが、給与法改正法案を念頭に意見の申出を行うことはありうることだと考えている。

(4) 60歳超の給与を級ごとに単一の額とした場合の現行制度上の降給や昇任・降任、昇格・降格については、全体的に制度上の整理を行う必要があると認識している。

(5) 定年延長に伴う60歳台の給与が50歳台後半の７割ということは適正な水準であると考えている。再任用職員は、定年退職後、別途再任用しているものであり、定年前の職員と比べ、再任用職員の俸給月額が高くなる制度は適当でないと考えている。

(6) 行政組織の大半を占める職員が今後定年延長によって60歳以降の給与を引き下げられる（例えば行（二）においても、技能職員は60歳以降給与が引き下げられる）中で、公務全体での職員間の公平で適正な処遇という観点から、行(二)労務職員等についても60歳以降は給与が引き下げられる体系に基本的に統一していくことはやむを得ないと考えている。

　ただし、現行の60歳を超えた特例定年が設定されている職員については、一定の経過措置を講ずる必要性は認識している。

(7) 現行の短時間勤務のポストは、大多数が２級、３級として設置されてきているが、最近では４級ポストでの活用も見受けられる。

　今後、定員等に配慮しながら、どのようなポストを用意するかは、各省当局が判断すべき事項であるが、定年前短時間勤務制は現行の再任用とは異なり本人の同意を前提とするものであり、人事院としては、職員本人と各省当局で有意義な意向聴取が行われるよう検討するなど、職員の多様な働き方の観点から、フルタイムでも短時間勤務でもその運用に実効性が確保できる条件整備を考えていきたい。

　要件を問わない短時間勤務制については、引き続き皆さんの意見を伺ってまいりたい。

(8) 大幅な減額になる職員についてであるが、４割程度以上の減額の場合を想定しており、そうなる職員は役職定年による者もそうだが同意による降任の者も考えられる。これらの者は組織の要請等により能力は高いにもかかわらずポストを離れるものであり、一定の激変緩和を設けることは適当であると考えている。

(9) 役職定年の特例については、指定職以外のポストも含めて、特例的にしか認められないものであり、素案においてもそのことが示されているのではないかと考えるが、「明確な基準」ということについては承っておきたい。

(10) 地方機関の役職定年制については、役職定年制が組織活力を維持するためのものであることから、各府省の地方機関ごとに実情の違いがあり、その違いを反映するため人事院規則で定めることとするが、人事院としては各機関から十分に話を聞いて判断することとなる。

(11) 定年前の短時間勤務職員の共済の取扱いについては適用となるよう制度官庁に強くお願いしているところである。退職手当についても、定年延長を実現していく上で対応が必要と考えられる事項について検討をお願いしている。

(12) 定年延長の意見の申出については、本年の給与勧告と同時に行うことを目途に検討を進めているところである。意見の申出後の取扱いは、政府での検討ということになるが、人事院としても平成25(2013)年４月からの実施に向けて努力していく。

　なお、基本的には国公法や給与法などのいわゆる人事院がものを言う権限のある法律をセットとして念頭に置きながら意見の申出を行うこととなるが、共済や退職手当、定員などそれ以外の法律については、意見の申出を踏まえ、制度官庁で検討した上で、全てをセットにして法案提出ということになるのではないか。

　これらの回答に対し、公務員連絡会側は①60歳台前半の給与水準については、同種同等の原則を貫き、８割の水準を確保すべきだ。そうすれば再任用の給与を下げる必要もなくなる、②2013年度以降の給与は、自律的労使関係制度の下で交渉で決めることになるので、意見の申出の際、具体的な金額を示し、給与法改正を求めるようなことはやめてもらいたい、③行(二)労務職員の特例定年までの給与引下げは労働組合として絶対に認められない、④定年まで本格的に働いてもらうということであれば、実際に働き続けられるよう環境整備にも努めてもらいたい、などと厳しく追及したが、根本審議官から明確な見解は示されなかった。

　最後に大塚副事務局長が、「本日もさまざまな課題について議論させてもらったが、明確な回答は得られなかった。今後、公務員連絡会の要求を反映させた意見の申出に向けて作業を進めてもらうとともに、各府省との議論も踏まえつつ、引き続き議論させていただくのでよろしくお願いする」と要請し、本日の交渉を終了した。

　なお、7月28日の局長交渉で行(二)職等の60歳台前半の具体的な年間給与を示すよう求めていたが、これらの職員の場合、人員分布が偏っていることから、機械的に50歳台後半層（在職者中位）の７割とすると、必ずしも適切な水準とならないことから検討中であるとされた。
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